
１ 基本的な考え方 

ＤＶ防止に向けては、これまでＤＶ防止計画に基づきＤＶの防止に向けた周知・啓発や2ヶ所の
配偶者暴力相談支援センターを中心に関係機関が連携し、相談・支援の充実等に努めてきたことに
より、徐々にＤＶの防止に関する理解や相談機関等の周知が図られてきています。 
しかし、ＤＶを受けていながらも、どこ（だれ）にも相談していない人が半数近くいることや精

神的暴力や性的暴力もＤＶであるという認識が希薄である等の現状があります。 
また、ＤＶは家庭内等の身近な間柄で行われることが多いため、外部からの発見が困難で潜在化

しやすい傾向があり、被害を受けたり被害を発見した場合には、確実に相談機関等へつなぐことが
できるよう、相談機関等について広く県民に知っていただくことが重要です。 
さらに、複数の問題を抱える被害者の存在や相談内容の複雑化、外国人、障害者、高齢者等、被

害者の多様化などという実態もあります。そのため、あらゆる被害者のそれぞれの状況に応じた適
切な支援を行うため、相談員等の資質向上を図ることが必要です。 
加えて、一時保護される被害者の半数以上が子どもを同伴していることや夫婦間の暴力の現場を

目撃している子どもが3割近くいることなどから、子どもに対する学習支援や心身のケアが必要で
あるとともに、そのためには児童相談所や医療機関、学校など関係機関・団体と連携していくこと
が重要です。 

このため、本計画では、第3次計画をもとに、引き続き、配偶者等からの暴力に係る通報、相談、
保護、自立支援等の体制を整備することにより、配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護等を
図るため、4つの基本目標と18の重点目標を設定する中で、特に次の3点を強化項目として位置
づけ、各施策を積極的に展開することにより、県民一人ひとりがＤＶの問題について関心を深め、
社会全体で「ＤＶを許さない社会の実現」を目指します。 

第３章 計画の内容 
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〇 若年層への教育及び周知・啓発の推進（重点目標３） 
ＤＶを未然に防止するためには、若年の頃からＤＶの問題に関する正しい知識を身に付けること

が重要です。このため、学校・家庭・地域等において若年層への教育の充実を図り、教職員だけで
なく人権やデートＤＶ防止に関する教育等を通じて、学生や生徒等の若年層に対する教育や周知・
啓発を強化します。 

〇 相談員等※１の資質向上（重点目標9）
ＤＶに関する相談については、あらゆる被害者（外国人、障害者、高齢者、若年者、性的少数者

等）や多くの問題が重なった複雑な相談に対して、それぞれの事情にあった適切な対応をすること
が必要です。 
このような事案に対応するため、相談員等の専門的な研修の受講を促進するとともに、実務担当

者における研修会等を通じて、相談員等の資質向上に努めます。 

〇 関係機関のネットワークの充実（重点目標14）
ＤＶの被害者（同伴の子どもを含む）は、性暴力や児童虐待、経済的な問題など様々な問題を抱

えていることが多く、それぞれの事案に応じた専門的な機関と連携して支援していくことが必要で
す。 
被害者に寄り添った適切な支援を行うため、配偶者暴力相談支援センターや警察、児童相談所、

福祉事務所、やまなし性暴力被害者サポートセンター かいさぽ ももこ等の関係機関や民間団体等
が相互に連携・協力するネットワークの充実を図ります。 

※１ 相談員等とは･･･ 
配偶者暴力相談支援センターにおける相談員、市町村の婦人相談員・窓口担当者、警察、学校における担当職員

も含みます。本計画においては、以下「相談員等」と言います。 
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向方の策施標目点重標目本基
１ 配偶者等からの暴力を許さ
ない社会の実現に向けた周知・
啓発の推進

◆配偶者等からの暴力の防止に向けた周知・啓発の実施

◆早期発見に向けた体制づくり
◆通報への適切な対応
◆配偶者等からの暴力の未然防止に向けた理解の促進
◆学校における教育等の実施
◆相談につなげる体制整備
◆配偶者暴力相談支援センターの機能強化
◆婦人相談員等による適切な支援
◆警察における支援
◆地域における相談体制の充実

５ 外国人、障害者、高齢者等
への配慮

◆外国人、障害者、高齢者等への対応の充実

◆緊急時における安全の確保
◆一時保護体制の充実

７ 保護命令に対する適切な支
援と対応

◆保護命令制度への対応

８ 被害者への配慮 ◆被害者の立場に立った対応・情報保護の徹底

９ 相談員等の資質向上 ◆相談員等の資質向上のための取組実施
◆福祉制度を活用した支援の実施
◆その他被害者への適切な情報提供・支援
◆就業に向けた情報提供・助言
◆就業支援機関の活用

12 住宅確保に係る支援の充実 ◆住宅への入居支援
◆個々の子どもに寄り添った支援
◆子どもが安心して生活できる環境整備
◆関係機関連絡協議会等の充実
◆被害者支援のためのネットワークの強化

15 市町村における支援体制の
強化

◆市町村への支援の推進

◆民間団体等との連携の促進
◆民間団体等と連携した人材の育成

17 苦情の適切かつ迅速な処理
体制の整備

◆苦情の適切かつ迅速な処理

◆被害者保護に関する調査
◆加害者更生に向けた調査研究

Ⅲ 自立に向け
た環境整備の促
進

10 被害者への総合的な支援

11 就業支援の充実

13 子どもに対する適切な支援

Ⅳ 関係機関の
支援ネットワー
クの充実

14 関係機関のネットワークの
充実

16 民間団体等との連携と協働

18 調査研究の推進

Ⅰ 配偶者等か
らの暴力を許さ
ない社会づくり
の推進

２ 配偶者等からの暴力被害発
見への取組の充実
３ 若年層への教育及び周知・
啓発の推進

Ⅱ 被害者に配
慮した相談・保
護体制の充実

４ 安心して相談できる環境の
整備

６ 緊急時の安全確保及び一時
保護の充実

２ 施策の体系   

※赤色の囲いは強化項目です。 
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３ 具体的な施策
基本目標Ⅰ 配偶者等からの暴力を許さない社会づくりの推進

【重点目標１】配偶者等からの暴力を許さない社会の実現に向けた周知・啓発の推進

現状と課題

 ＤＶを許さない社会を実現するためには、県民一人ひとりがＤＶは犯罪となる行為をも含
む重大な人権侵害であることを理解し、いかなる暴力も絶対に許さない、見過ごさないとい
う意識を共有することが大切です。

 ＤＶ防止に関しては、これまで講演会や研修会等の開催、啓発パンフレット等の配布、企
画展示、出前講座の実施など、広く県民に周知啓発を行っているところです。

 しかしながら、いまだ身体的暴力に比べ、精神的暴力及び性的暴力については暴力である
という認識が低いことなど、ＤＶに関する正しい認識が、県民に十分に浸透しているとは言
えません。

 県民一人ひとりのＤＶ防止に対する理解を深め、ＤＶを許さない社会を実現していくため
には、今後もあらゆる機会を活用し、関係機関と連携して広く周知啓発を行う必要がありま
す。 

配偶者等からの暴力の防止に向けた周知・啓発の実施

■多様な広報媒体を活用した周知・啓発 
・ テレビ、ラジオ、ホームページ、広報誌などの多様な広報媒体を活用し、ＤＶ防止に向
けた周知や啓発を行い、ＤＶを許さないという県民意識の醸成を図ります。   

■啓発パンフレット等の作成及び配布 
・ パンフレットや相談機関等を掲載したカードを作成し、学校や病院、関係機関等へ配付
するとともに、講演会やイベント等あらゆる機会を捉えて配布し、周知を図ります。    
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■「女性に対する暴力をなくす運動」期間を中心とした広報啓発 
・「女性に対する暴力をなくす運動」の期間（毎年11月12日から11月25日）に、企
画展示やライトアップ等、各種広報啓発を集中的に実施します。 

■学習機会等の提供
・ ＤＶ防止に関する県民向け啓発講演会や講座等を開催し、ＤＶ防止に関する理解促進を
図ります。講演会や講座の開催にあたっては、市町村や関係機関等と連携し、県民に広く
情報提供を行います。 

■地域等における周知・啓発の促進 
・ 市町村に対して、ＤＶ防止に向けた情報提供を行い、地域住民への普及啓発を積極的に
行うよう働きかけるとともに、各市町村の男女共同参画推進委員等を通じ、パンフレット
等を活用して地域住民への周知・啓発を行うよう促します。 

・ 男女共同参画推進センターは、地域におけるＤＶ防止に向けた理解の促進を図るため、
DVやデートＤＶの防止にスポットをあてた出前講座を実施する等の周知啓発を行いま
す。 

・ 関係機関等と連携して、外国人、障害者、高齢者等の多様な被害者に向けた効果的な情
報提供に努めます。  
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＜ＤＶ防止啓発パンフレットと相談機関を掲載したカード＞ 

女性に対する暴力をなくす運動期間（毎年11月12日～11月25日）中の取組一例

パープルリボンを使ったツリーや
パネルを展示した企画展
（男女共同参画推進センターぴゅあ総合）

ＤＶ防止啓発の一環として、パープルリボンに合わせて
紫色にライトアップした県庁舎

＜県民を対象にしたＤＶ防止の講演会＞ 

「女性に対する暴力をなくす運動」期間を中心として関係機関や民間機関（団体）等と連携し、
県民への企画展をはじめとする周知・啓発や県民向け講演会、教職員向け研修会の開催など、
様々な取り組みをしています。

ひろげる・つなげる・むすびあう
やまなしパープルリボンプロジェクト

知ってください
DV・デートDV
のこと！

DV・デートDVは、犯罪となる行為を含む重大な人権侵害です。
絶対に許される行為ではありません！

被害にあっているあなた、ひとりで悩まないでください。

DV・デートDVは、
身近な問題です！
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 ＤＶは家庭内などで行われることが多く、外部からの発見・介入が困難である上、被害者
も加害者からの報復や家庭の事情等さまざまな理由から、支援を求めることをためらう事例
もあります。 

 被害を深刻化させないためには、被害を発見しやすい立場にある医療関係者や教育機関、
市町村、保健所、地域の民生委員・児童委員などによる早期発見に向けた体制づくりととも
に、配偶者暴力相談支援センターや警察において通報を受けてからの対応が重要となりま
す。 

 このため、啓発資料を作成し関係機関等へ配布するとともに、被害の早期発見と適切な対
応が図られるよう研修等において周知を図っていますが、今後も引き続き、関係機関等に対
し理解と協力を求めていく必要があります。 

 通報を受けた配偶者暴力相談支援センターや警察においても、被害者の状況等を踏まえ、
関係機関等の間で相互に連携を図っていく必要があります。

■県民への周知等 
・ 被害者を発見した場合には、その旨を配偶者暴力相談支援センターや警察に通報すること
ができるよう、パンフレットや相談機関を掲載したカードを作成し、講演会やイベント等に
おいて通報の必要性や方法等について、広く県民へ周知します。 

・
・ 潜在的な被害者の早期発見や被害の未然防止を図るため、母子保健地域組織である愛育会
活動において、ＤＶに関する知識と被害の早期発見、通報等への協力について周知や情報提
供を行います。 

現状と課題

【重点目標２】 配偶者等からの暴力被害発見への取組の充実 

早期発見に向けた体制づくり
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■教育機関の連携・対応 
・ 児童生徒の虐待発見からＤＶ被害の発見・通報へつなげるため、校内における報告、連絡、
相談体制を確立し、情報の共有を図るとともに、関係機関との連携強化に努めます。 

・ 学校の教職員に対し、児童生徒の虐待に関する留意事項やＤＶの特性、子どもや被害者に
対する配慮すべき事項等について周知徹底を図ります。     
課）

■市町村・保健所・教育機関、民生委員等の地域における見守り 
・ 市町村、保健所、教育機関、民生委員・児童委員等に対し、パンフレットや相談機関を掲
載したカード等を配付するとともに、研修会や講演会等を通じてＤＶ被害の早期発見や通報
について協力を働きかけます。 

・ ＤＶの被害は養育環境等において乳幼児に与える影響が大きいことから、市町村や保健所
における公衆衛生担当者等を対象とした研修会等において情報提供を行い、ＤＶ被害の早期
発見、相談体制等の支援ができるように周知します。 

■見守り体制づくりに向けた連携 
・ ＤＶを未然に防止し、被害の早期発見から通報、相談、支援につなげていくため、関係機
関連絡協議会や研修会等を通じ市町村、保健所、教育機関、民生委員、児童委員、民間団体
等との連携強化に努めます。

■医療機関等への周知等 
・ 医療関係者等に対しては、被害者を発見したときの通報先や相談機関等についての啓発資
料を配布するとともに、県医師会、県歯科医師会、県看護協会等を通じてＤＶ防止啓発講演
会への参加等についても情報提供を行います。       

・ 医療機関（病院、診療所、助産所等）においては、各種研修会等の機会を通じて従事者等
に啓発パンフレット等を配布し、ＤＶに関する知識と被害の早期発見、通報等への協力につ
いて周知や情報提供を行います。   
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■配偶者暴力相談支援センターにおける対応  
・ 通報があった場合には、通報者から被害者に配偶者暴力相談支援センターへの相談を促
すよう協力を求めるとともに、配偶者暴力相談支援センターでは、被害者に対する危険が
急迫している場合には、警察と連携して被害者の安全確保を図ります。 

・ 児童虐待に当たると思われる場合には、児童相談所等と連携し、高齢者虐待や障害者虐
待に当たると思われる場合には、市町村と連携して適切な支援を行います。 

・ 医療関係者からの通報があった場合には、配偶者暴力相談支援センターにおいて、医療
関係者と密接な連携を図り、適切に対応します。 

■警察における対応 
・ 県・市町村関係部署や弁護士会、医師会、民間団体等のあらゆる関係機関と連携し、被
害者の発見活動を推進します。 

・ 通報やパトロール等によりＤＶを認知した場合には、ＤＶ防止法をはじめとした各関係
法令に基づき、「暴力の制止」、「被害者の保護」、「被害発生防止」、「事件化」のた
めに必要な措置を講じます。 

・ 被害相談を受けた際には、危険性・切迫性の判断の参考に資するため「危険性判断チェ
ック票」を活用した対応を行います。

通報への適切な対応 
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■若年層に対する啓発の推進 
・ 中学生、高校生及び大学生等の若年層を対象とした「デートＤＶ防止パンフレット」を作
成・配布するとともに、関係機関や民間団体等と協力して、若年層を対象とした講座の実施
や周知・啓発を図ります。      

・ 男女共同参画推進センターは、関係機関や民間団体と連携・協力して、デートＤＶ防止の
ための出前講座を行うなど、ＤＶ防止に向け、正しい理解の促進を図ります。

・ 女性相談所は、関係機関からの要請に応じ講師派遣を行い、若年層への教育や啓発の必要
性について周知を行います。

・ 看護師等養成所等にパンフレットを配布し、教員の協力を得て、将来の看護師等を目指す
学生に対して周知啓発を行い、ＤＶ被害の未然防止に関する理解促進に努めます。

 内閣府が平成30年3月に公表した「男女間における暴力に関する調査」では、10代から
20代に交際相手から暴力被害（いわゆるデートＤＶ）を受けた人の割合は、身体的暴力だけ
でも女性が10.4％、男性が5.5％となっています。若年層における交際相手からの暴力は、
身体や精神に深刻な影響を与えることが多く、また、望まない妊娠のリスクや将来にわたる
暴力へとつながる可能性もあるため、予防に向けた若年層への教育や啓発等が重要です。 

　ＤＶを未然に防ぐためには、学校・家庭・地域等において、人権尊重の意識を高める教育
や男女平等の理念に基づく教育等を進めることが必要です。 

 これまで、デートＤＶ防止のため、児童生徒・教職員に対する研修会等を実施してきまし
たが、今後も暴力の深刻化を防ぎ、将来にわたる暴力を未然に防止するため、若年層への教
育・啓発についてより一層の充実と教職員等関係者の理解の促進を図る必要があります。 

配偶者等からの暴力の未然防止に向けた理解の促進

【重点目標３】 若年層への教育及び周知・啓発の推進 

現状と課題
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■人権教育等の実施 
・ ＤＶの防止に資するよう、学校教育において児童生徒の発達段階に応じ人権尊重の意識 

  を高める教育や男女平等の理念に基づく一人一人を大切にした教育を実施します。 

 ・ 学校における、いじめ等の人権侵害問題が将来のＤＶにつながらないよう、児童生徒を
対象とした「いじめ、命、暴力、規範、人権、生き方等」を取り上げた講習会や研修会を
実施します。 

・ 相手を思いやる気持ちを育てるため、道徳教材を活用した授業や講演会等を実施します。

■情報モラル教育の推進 
・ 情報化社会において、児童生徒が携帯電話（スマートフォン）やインターネットについ
て正しい知識を持ち、適切な使用ができるよう各学校において携帯電話（スマートフォン）
やインターネットに関わる情報モラル教育を実施するよう教員研修会等を通じて働きか
けます。

■人権侵害の早期発見に向けた取組 
・ 各学校において、いじめ実態調査等を実施し、デートＤＶと疑われる事案の把握と被害
の早期発見・早期対応に努めます。

学校における教育等の実施

■保護者への理解の促進
・ 学校（学級）通信や広報を通じて、保護者に交際相手からの暴力（デートＤＶ）防止を
中心とした情報提供を行い、理解の促進を図ります。

■教職員を対象とした研修会の開催 
・ 教職員向けの研修会を開催し、学生の「交際相手からの暴力（デートＤＶ）」被害の未
然防止を図るとともに、各学校での学生向けの講座の開催について働きかけを行います。 

・ 高校においては、教職員を対象とした「いじめ、暴力、デートＤＶ等」に関する研修会
の開催や学校訪問を通じて、生徒の道徳意識を高める教育を実施します。 
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◆◇◆ デートＤＶ防止啓発パンフレット ◆◇◆ 

◆◇◆ 教職員向け研修会 ◆◇◆ 

デートＤＶに関する教育・啓発等の一例 

◆ デートＤＶ防止啓発パンフレットを作成し、学校現場等の協力を得て、県内の高等学校
の全新入生等に配付するほか、関係機関へ配布しています。 

◆ 教職員を対象として研修会を開催し、デートＤＶをはじめとするＤＶに関する問題につい
て理解を深め、学校における教育の充実を図っています。 
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【重点目標４】 安心して相談できる環境の整備

基本目標Ⅱ 被害者に配慮した相談・保護体制の充実 

現状と課題

 本県の配偶者暴力相談支援センターのＤＶに関する相談件数は、年間1,023件（H29年
度）、警察における相談対応件数は340件（H29年）という状況にあり、相談内容も複雑・
多様化しているため、配偶者暴力相談支援センター、警察、関係機関が連携して被害者の相
談等に対応しています。女性相談所では被害者に対する医学的または心理学的な支援等も行
っています。 

しかし、ＤＶの被害を受けていながら「どこ（だれ）にも相談しなかった」という人が、
被害者の半数近くいるため、引き続き相談窓口に関する情報を広く周知するとともに、市町
村、保健所、医療機関等、地域の身近な窓口の充実に向けた取組等を支援していくことが必
要です。 

 今後も、相談件数の増加及び相談内容の多様化、複雑化に対応していくため、相談員等の
資質向上を図るとともに、関係機関の連携を強化し、相談・保護体制をより一層充実させて
いく必要があります。 
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相談につなげる体制整備 

■相談窓口の周知・広報 
・ 被害者やその関係者が、被害後、早期に相談ができるよう、配偶者暴力相談支援センタ
ーの窓口等においてパンフレットや相談機関を掲載したカードの設置を進めるとともに、
市町村等と連携してホームページ等で広く情報提供を行い、早期相談を呼びかけます。 

所）
・ 被害者が手に取りやすい場所へＤＶの相談機関を掲載したカードの設置を進めるなど、
相談窓口に関する情報提供を行うとともに、外国人や障害者、高齢者、性的少数者等に対
しても、適切な情報提供ができるよう努めます。 

配偶者暴力相談支援センターの機能強化 

■相談体制の整備 
・ 配偶者暴力相談支援センターは、性別を問わず被害者に関する相談に応じるとともに、
市町村等からの相談への対応など広域的・専門的な支援を行い、中心的な役割を果たす施
設として、被害者の安全確保のための対策を講じます。

・ 女性相談所は、中核的な配偶者暴力相談支援センターとして、男女共同参画推進センタ
ーぴゅあ総合や市町村窓口等と連携し、被害者支援、処遇困難事例への対応、関係機関と
の連携など、総合調整機能の充実を図ります。

■男性も相談しやすい環境整備 
・ 男女共同参画に関する男性専用の総合相談窓口である男女共同参画推進センターぴゅあ
富士において、ＤＶに関する事案についても電話による相談対応を行います。 

・ 女性相談所は、「地方自治体等における男性に対する相談体制整備マニュアル（内閣府
男女共同参画局）」を活用し、男性被害者の相談に対応するとともに、研修会への参加機
会を設けるなど相談員等の対応力向上に努めます。また、県のホームページ等で男性被害
者の相談にも対応していることを周知します。 
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■災害時における体制整備 
・ 女性相談所は、災害時において適切な対応ができるよう、マニュアル等を作成し相談体
制を整備します。  

・ 災害時において、各避難所等において相談窓口が確保され、その周知がされるよう、市
町村に働きかけます。 

■県及び関係機関との連携強化 
・ 配偶者暴力相談支援センターは、被害者に適切な対応ができるよう児童相談所、保健所、
精神保健福祉センター、市町村、医療機関等の関係機関で必要な情報を共有し連携を図り
ます。 

・ 男女共同参画推進センターぴゅあ総合では、心身のケアや一時保護が必要な相談者につ
いては、十分な配慮のもと、女性相談所につなぎます。 
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※１ 婦人相談員等とは・・・ 
配偶者暴力相談支援センター等において、ＤＶに関する相談や援助を行う相談員を指します。 

実施の有無 対応内容 実施の有無 対応内容

○）話電（談相
月曜日～金曜日（年末年始・祝
日を除く）
９時～20時

○
第２・第４月曜日を除く毎日（年
末年始・祝日を除く）
９時～17時

時61～時９○時71～時９○）接面（談相

○護保時一
・面接相談からの一時保護
・休日・夜間における緊急の一
時保護

－
・被害者の安全確保について緊
急性を認めた場合には、女性相
談所と連携

－○アケ的学理心・的学医

保護命令制度を利用するための支援 ○ 申立書作成支援 ○ 申立書作成支援

○○援支立自

婦人保護施設・母子生活支援施設等利用
のための援助

○○

○○信発報情のへ会社らかータンセ

女性相談所 男女共同参画推進センター　ぴゅあ総合

＜各配偶者暴力相談支援センターの役割＞

婦人相談員等による適切な支援 

■婦人相談員等※１による支援 
・ 婦人相談員等は、「配偶者からの暴力 相談の手引（内閣府）」や「婦人相談員 相談・
支援指針（厚生労働省）」等の活用や事例検討等を行い、被害者の問題を解決し、より良
い生活を送るために必要な情報提供や適切な助言を行います。

・ 婦人相談員等は、専門研修会等に積極的に参加することにより、国の施策、関連する法
律、制度等について十分な知識の習得に努め、相談等の対応や支援に活かします。 

・ 婦人相談員等は、市町村など他の相談機関に相談した被害者への支援のため、当該機関
と連携を図るよう努めます。 
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警察における支援 

■被害者が相談しやすい環境の整備 
・ 被害者の負担を軽減し、かつ二次的被害を与えないよう、女性警察職員による相談対応
や加害者と遭遇しないような相談の実施等により、被害者が相談しやすい環境の整備に努
めます。

■関係機関との連携 
・ ＤＶが行われていると認めた場合は、配偶者暴力相談支援センターや民間団体等の関係
機関と連携を強化し、「被害者の保護」、「被害発生防止」を目的とした支援を迅速かつ
的確に行います。 

・ 被害者に子どもがいるときには、児童相談所等の関係機関と連携し保護措置等を行いま
す。 

■各種措置の検討・実施 
・ ＤＶが行われていると認めた場合は、被害者の状況に応じて必要な自衛措置や関係機関
等の紹介、加害者に対する検挙・指導警告等、警察が取り得る各種措置について被害者に
説明します。 

・ 相談に係る事案が刑罰法令等に抵触すると認められる場合は、被害者の意思を踏まえて
検挙に向けた迅速な捜査を実施するほか、被害者及びその関係者に危害の及ぶおそれがあ
る事案については、被害者に被害届の提出の意思がない場合でも、捜査手段を講じなけれ
ば更なる事案が起きるかもしれない危険性について説明し、被害届の提出の働きかけを行
うなど、被害の再発を防止するための措置を講じます。 

   また、刑事事件として立件が困難と認められる場合でも、被害者の意思を踏まえ、加害
者に指導警告等を実施します。 

・ 加害者からのつきまとい行為等がある場合は、ストーカー規制法に基づく措置を適正に
講じます。
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地域における相談体制の充実 

■市町村等相談窓口の充実 
・ 市町村に対し、市町村相談窓口における役割の重要性について周知し、相談窓口設置に
ついてあらゆる機会を通じて働きかけるとともに、被害者への相談・支援等のために必要
な情報提供等を行うなど、窓口充実のための支援を行います。 

・ 市町村や保健所等、地域の保健業務を所管する部署が相談を受けた場合に、その担当者
が被害者の実情に即した適切な助言と対応ができるよう、母子保健従事者研修会や保健所
母子保健担当者会議等の機会を通じて、パンフレット等の配付により情報提供を行いま
す。 

・ 女性相談所は、「配偶者からの暴力 相談の手引き（内閣府）」や「婦人相談員 相
談・支援指針（厚生労働省）」を市町村等において相談に携わる関係者と共有し、相談
支援に活用します。

■援助の申し出への対応 
・ 被害者から、援助を受けたい旨の申し出があり、申し出が相当と認められる場合は、次
のうち必要な援助を行います。 

  ①被害を自ら防止するため、状況に応じた避難その他措置の説明 
②加害者に住所又は居所を知られないようにするための措置 
③被害防止に向けた交渉を円滑に行うための措置 
④その他適当と認める援助 

・ 生命等に対する脅迫を受けた被害者については、身体的暴力を受けた被害者への援助に
準じた必要な援助を行います。 
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現状と課題

【重点目標５】 外国人・障害者・高齢者等への配慮 

被害者からの相談にあたっては、被害者の年齢、性別、国籍、障害の有無等を問わず、プ
ライバシーの保護、安全・安心の確保等、被害者の人権に配慮した対応を行う必要がありま
す。 

 外国人、障害者、高齢者等は、相談機関等、必要な支援の情報が届きにくいことがあり、
被害の潜在化が危惧されます。 

 外国人向けには、外国語で記載されたパンフレットを活用し相談機関等の情報提供を行い、
外国人から相談があった場合には、通訳を確保し相談対応をしています。 

 障害者や高齢者については、市町村障害者虐待防止センターや高齢者を支援するための市
町村地域包括支援センター等の専門の相談窓口と連携して支援を行っています。 

 今後も引き続き、あらゆる被害者の立場に立った支援を行うことができるよう、関係機関
と連携して情報提供や適切な相談・支援に努める必要があります。 

外国人・障害者・高齢者等への対応の充実 

■相談につなげる体制整備 
・ 外国人への周知を図るため、ホームページに英語、中国語、スペイン語、ポルトガル語
等、外国語で記載されたパンフレットを掲載し、ＤＶの被害等に関する理解の促進を図り
ます。 

・ 市町村・市町村障害者虐待防止センターにおいて行う障害者の虐待相談などについて、
啓発リーフレットを作成して広く周知し、早期相談を呼びかけます。 

・ 市町村が設置している地域包括支援センターにおいて行う高齢者等の支援について、県
ホームページ等で広く周知し、早期相談を呼びかけます。
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■相談体制の充実 
・ 女性相談所は、外国人からの相談に対応するため通訳の確保を行うほか、必要に応じて
入国管理局や外国人支援団体と連携を図る等、適切な対応を行います。 

・ 配偶者暴力相談支援センターは、被害者の心身の状況やニーズに応じ、支援のための情
報提供を行い、関係機関との連携を図ります。 

・ 障害者や高齢者等への支援を行っている機関に対して、さまざまな情報提供や研修会へ
の参加を呼びかける等、支援者にＤＶの被害に関する正しい知識について理解の促進を図
ります。 

■市町村と連携した支援等 
・ 配偶者暴力相談支援センターは、それぞれの被害者のニーズに応じて、市町村と連携を
図り適切な支援を行います。

・ 高齢者への虐待防止を図るため、市町村・地域包括支援センター職員に対して、専門職
による派遣相談や事例検討会の開催を行います。 

・ 市町村、市町村障害者虐待防止センターの職員を対象とした研修会を実施し、関係機関
の連携による障害者虐待防止への適切な対応を図ります。 
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【重点目標６】 緊急時の安全確保及び一時保護の充実 

現状と課題

緊急時における安全の確保 

■連絡体制の整備 
 ・ 配偶者暴力相談支援センターは、被害者及びその同伴する家族の緊急時の保護や加害者

への対応について、一時保護所、警察等とあらかじめ協議し相互の連絡体制を明確化しま
す。 

■被害者及び同伴者の安全確保 
・ 女性相談所は、市町村に対して、被害者及びその同伴する家族に対する緊急時の安全確
保のため、警察との連携の必要性について確認を行います。 

・ 女性相談所は、被害者の一時保護が行われるまでの間、加害者から危害を加えられるお
それが高い場合には、警察による援助を依頼し被害者の安全確保を図ります。

 ＤＶは、身体や生命に危険が及ぶ可能性がある行為であり、被害者の保護にあたっては、
被害者の安全を第一に考え迅速に対応することが重要です。 

 このため、被害者の状況から加害者に危害を加えられるおそれが高い場合には、警察と連
携して被害者の保護を行うことが必要です。 

 被害者の一時保護については、配偶者暴力相談支援センターである女性相談所が実施して
います。ＤＶによる一時保護では、半数程度の被害者が子どもを同伴しており、同伴児童に
対しては、児童相談所と連携を図り、児童の心理的ケアや学習プログラムへの参加等による
支援を行っていますが、今後更なる支援の充実が必要です。 

 また、被害者の安全を確保しながら自立に向けた援助を行うため、安心して過ごせる一時
保護の体制を整えるとともに、加害者の追求等から被害者の安全が確保できる施設の整備を
行う必要があります。 
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一時保護体制の充実 

■一時保護機能の充実 
・ 一時保護については、夜間・休日を問わず速やかに被害者保護の体制を整えるとともに、
福祉事務所、警察等関係機関と速やかに連絡を取るなど緊密な連携を図ります。 

   また、必要に応じて民間シェルターなどへの一時保護委託を円滑に実施します。 

・ 入所者が安心して生活できる環境を整えるとともに、被害者のニーズに応じた支援計画
を作成し市町村等と連携して自立に向けた支援を行います。 

■被害者への医学的・心理的な支援 
・ 被害者や同伴する家族の疾病や心身の健康状態に応じて、精神科医による医療相談や臨
床心理士等による心理相談を行います。また、医療機関受診の際には同行支援を行います。

・ 女性相談所は、必要に応じて、こころの発達総合支援センター及び精神保健福祉センタ
ーと連携を図り、被害者の心身の状況に応じて安定に向けた支援が受けられるようにしま
す。 

■同伴する子どもへの支援の充実 
・ 児童相談所と緊密に連携を取り、被害者が同伴する子どもについて、必要な支援が受け
られるよう適切に対応します。 

・ 学習支援員を配置するなど、関係機関相互に連携を図り、同伴する子どもの状況に応じ
た学習支援が行える体制を整えます。 

■広域的連携の実施  
・ 被害者の安全確保を図るため、他都道府県への一時保護を行う必要がある場合は、広域
的な連携を図ります。 
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【重点目標７】 保護命令に対する適切な支援と対応 

保護命令制度への対応 

■配偶者暴力相談支援センターにおける対応 
・ 配偶者暴力相談支援センターは、保護命令制度に関する説明、申立手続きへの助言、保
護命令後の安全確保や留意事項の情報提供を速やかに行うなどして、保護命令制度を円滑
に活用できるよう被害者を支援します。 

・ 配偶者暴力相談支援センターは、保護命令後の被害者の安全確保を速やかに行うため、
警察と情報を共有するなど連携を図ります。 

現状と課題

 保護命令とは、配偶者や生活の本拠を共にする交際相手からの身体に対する暴力を防ぐた
め、被害者の申立てにより裁判所が加害者に対し被害者へのつきまとい等をしてはならないこ
と等を命ずる命令です。 

 保護命令には、申立人への接近禁止命令、申立人への電話等禁止命令、申立人の子への接近
禁止命令、申立人の親族等への接近禁止命令、退去命令の5つの種類があります。 

 配偶者暴力相談支援センターにおいては、保護命令に関する制度の周知、申立てへの支援の
ほか、警察と連携した安全確保等を行っています。 

 また、警察においても関係機関と連携した速やかな対応及び被害者の意思を踏まえたうえで
各法令を適用した措置等を講じています。 

しかしながら、被害者は身近な者が加害者であるなどの理由から、被害届の提出や保護命令
の申立て等をためらうことも見受けられることから、今後も事案に応じて制度の活用に向けた
適切な支援を行っていくことが必要です。 

37



■警察における対応 
・ 裁判所から保護命令を発した旨の通知を受けた場合には、速やかに被害者と連絡を取り、
住居、勤務先、通常所在する場所等について確認するなど、被害者の保護を徹底します。
また、危害を防止するための留意事項及び緊急時の通報等について教示するとともに、配
偶者暴力相談支援センターと連携のうえ、被害者の安全確保を図ります。 

・ 保護命令に係る情報を迅速に確認できる体制を整備するとともに、関係する警察職員に
も情報を周知し、事案に応じて必要な措置を講じます。 

・ ＤＶの事案は、身近な者が行為者であるなどの理由から、被害届の提出や保護命令の申
立てなどをためらうことも見受けられます。このため、事案の特徴、警察として取り得る
措置、被害者自身の選択・決断・協力の必要性等を分かりやすく説明した上で、被害者の
意思決定を支援します。
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現状と課題

【重点目標８】 被害者への配慮 

被害者の立場に立った対応・情報保護の徹底 

 ＤＶの防止及び被害者の保護に携わる関係者は、ＤＶ被害の特性や被害者の心身の状況・
環境等を十分理解した上で、被害者への対応を行う必要があります。 

 相談員等による不適切な言動・対応によって、被害者に二次的被害を発生させることがな
いよう十分に配慮するとともに、加害者や第三者に避難先を突き止められ危害を加えられる
ことなどがないよう、被害者の情報保護には十分な配慮が必要です。 

 ＤＶの被害に対する理解を深め、被害者への適切な支援を行うことができるよう相談員等
を対象とした研修の実施及び情報提供等を行っていますが、今後もより一層の被害者の立場
に立った対応を行っていく必要があります。 

■相談員等の適切な対応 
・ 配偶者暴力相談支援センターは、更なる被害（二次的被害）が生じないよう手引等を活
用し、被害者の人権に配慮するなど、被害者の立場に立った対応に努めます。 

■個人情報保護の徹底の周知 
・ 被害者及びその関係者の安全の確保を第一に考え、加害者の元から避難している被害者
や同伴者及びその支援者に関する情報を適切に管理し、情報の保護に十分配慮するよう、
関係機関に周知します。 

・ 市町村における住民基本台帳、国民健康保険等の閲覧制限などについて、情報の漏洩が
生命に危険を及ぼすこともあるため、被害者の情報保護及びその管理等が徹底されるよう
関係機関連絡協議会や研修会等の機会を通じて周知を図ります。
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現状と課題

【重点目標９】 相談員等の資質向上 

相談員等の資質向上のための取組実施 

 ＤＶの被害者は、性暴力や児童虐待、障害、経済的な問題などの複数の事情を抱えている
事例もあります。 

 このため、相談員等は関係法令・制度等に対する幅広い知識や被害者の心身の状況に配慮
した対応方法等を習得することが重要です。 

 これまでも、配偶者暴力相談支援センターや市町村、警察、民間団体等を対象とした研修
会や講演会、事例検討会の実施や相談員等の専門研修受講等により、相談員等の資質の向上
を図っていますが、今後もより一層の相談体制の充実を図るための取組が必要です。 

■相談員等の育成 
・ 配偶者暴力相談支援センターは、関係機関及び市町村の相談担当職員等を対象に被害者
の人権やＤＶの特性についての理解を深め、迅速かつ適切な対応を行うために、時期や方
法等を工夫して実務者会議等の研修を実施し、相談員等の資質向上を図ります。 

・ 配偶者暴力相談支援センターは、相談員等への研修の実施や専門研修の受講により専門
性を高めるとともに、問題解決にあたり的確に対応できるよう、事例検討等を通じてスー
パーバイザーの助言指導を受けスキルアップに努めます。また、相談員等の心身の健康が
損なわれることのないよう相談員等への受傷対策にも努めます。 

・ 警察は、ＤＶの特性等に関する理解を深め、適切な対応を行うため、職員に対する研修
の実施及び人材の育成等を行います。 

■組織的対応の推進 
・ 配偶者暴力相談支援センターでは、研修会や会議等において情報の共有化、具体的な対
応の方向性の検討等を図ることで、関係機関における相談員等の資質向上や心理的な負担
軽減などに組織的に取り組みます。
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【重点目標10】 被害者への総合的な支援 

現状と課題

 被害者は度重なる暴力により、加害者と離れた後も心理的なダメージが大きく、心身に大
きな影響が及んでいることも少なくありません。 

 このため、生活再建のために必要な支援として、各種福祉制度の活用や生活全般にわたる
様々な支援等に関する情報提供を行っています。 

 被害者が自立して生活するために必要な制度や公的サービスについて、被害者に関する個
人情報の管理に細心の注意を払い、被害者の状況や意思を十分に確認した上で、関係機関が
連携して支援をしていくことが重要です。 

 特に市町村は、住民に最も身近な行政主体として継続的な支援を行うため、窓口の明確化
及び市町村内の関係窓口間の連携等により、被害者の自立を支援する体制を整えることが求
められます。   

 今後も、被害者が地域で切れ目ない支援を受けることができるよう、関係機関が一層の連
携を図り支援体制を充実することが必要です。 

福祉制度を活用した支援の実施 

■各種福祉制度の活用 
・ 保健福祉事務所に相談があった場合は、被害者の安全確保に留意しながら、母子生活支
援施設への入所、生活保護の適切な適用を行い被害者の自立を支援します。 

・ 母子・父子自立支援員は、就業や生活の相談に応じ、母子家庭等自立支援給付金や母子
父子寡婦福祉資金貸付金、児童扶養手当に関する情報提供及び支援を行います。 

・ 配偶者暴力相談支援センターは、関係機関と連携し被害者の状況に応じ活用できる福祉
制度についての情報提供を行います。

基本目標Ⅲ 自立に向けた環境整備の促進 
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※1 婦人保護施設とは･･･ 

売春防止法第36条により都道府県や社会福祉法人などが設置しています。平成13年４月に制定されたＤＶ防止法に

より、婦人保護施設がＤＶの被害者の保護を行うことができることが明確化されました。一時保護所に入所後、長期

の支援が必要と認められる者については、本人の要望により婦人保護施設において、自立の支援を行っています。

その他被害者への適切な情報提供・支援 

■生活全般にわたる情報提供・支援 
・ 配偶者暴力相談支援センターは、被害者の自立に必要な生活全般にわたるさまざまな事
項を市町村や関係機関との連絡調整を図りながら適切に行います。 

・ 配偶者暴力相談支援センターは、法律相談に関する情報、福祉サービス、外国人の支援
制度等、必要な情報提供を行います。 

■婦人保護施設※1の活用 
・ 婦人保護施設においては、入所者が健全な環境のもとで自立した生活を行うための支援
を行います。 

■地域における継続的な支援 
・ 配偶者暴力相談支援センターは、被害者が地域で安定した生活を送るため、市町村、民
間団体、関係機関と連携し、適切な相談窓口の紹介や一時保護等退所後の継続した支援に
つなげます。 
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【重点目標11】 就業支援の充実 

現状と課題

就業に向けた情報提供・助言 

■就業に向けた情報提供・助言 
・ 配偶者暴力相談支援センターは、公共職業安定所、職業訓練施設等と連携して被害者に
対して、就業に向けた情報提供、助言を行います。 

就業支援機関の活用 

■就業相談などの制度の活用 
・ 配偶者暴力相談支援センターは、子どものいる被害者については、母子家庭等就業・自
立支援センター※1における就業相談など就業に関する制度の活用を促します。 

■雇用関連サービスの提供 
・ 「やまなし・しごと・プラザ」及び「やまなし・しごと・プラザ サテライト」※2にお
いて、被害者に対して就労相談や職業紹介などの雇用関連サービスをワンストップで提供
するほか、「やまなし就職応援ナビ」※3による就職情報の提供などにより、就労支援を行
います。 

  また、「やまなし・しごと・プラザ」及び「やまなし・しごと・プラザ サテライト」
では、必要に応じて、関係機関と連携した支援を行います。 

 被害者の自立を支援するうえでは、被害者の経済的基盤を確保することが重要です。 

  これまでも、公共職業安定所、職業訓練施設等の関係機関と連携して、就業に向けた情報
提供、助言等を行うなど、被害者それぞれの状況に応じた支援を行っています。 

 今後も関係機関が連携して、被害者に対する就業支援の情報提供や各種制度の活用につい
て働きかけを行うなど、より一層の支援の充実を図ることが必要です。 
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※1 母子家庭等就業・自立支援センターとは･･･ 

 母子家庭の母等に対して、就業相談から就業支援講習会の実施、就業情報の提供等、一貫した就業支援サービスの

提供を行うとともに、弁護士等のアドバイスを受け養育費の取り決めなどの専門的な相談を行う施設です。山梨県内

では甲府市の山梨県母子父子福祉センター内にあります。 （子育て支援課） 

※2 やまなし・しごと・プラザ及びやまなし・しごと・プラザ サテライトとは･･･ 

キャリアカウンセリングや生活・就労相談、ハローワークの求人検索や職業紹介など若者から中高年齢者まで、幅

広い年齢層の就職を支援しています。やまなし・しごと・プラザは、甲府市のＪＡ会館内に、やまなし・しごと・プ

ラザ サテライトは、富士吉田市の富士山駅ビル「Ｑ－ＳＴＡ」３階にあります。 

※3 やまなし就職応援ナビとは･･･ 

県内企業が参加する合同就職説明会や就職セミナーなど就職に役立つ情報を提供しています。 （労政雇用課） 

■職業訓練施策による支援 
・ ＤＶによる被害者を含めた母子家庭の母等の自立を図るため、職業訓練の実施について
多様な広報媒体を活用して周知を行うとともに、配偶者暴力相談支援センター等を通じて
被害者に情報提供を行います。 

   また、受講者のニーズに沿った職業訓練や就業相談等のほか、希望者には託児サービス
を行うなど就業に向けた支援を行います。
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現状と課題

 被害者が新たな場所で生活を始めるためには、住宅の確保が必要です。しかし、被害者の
中には、経済的な理由等から住宅の確保が難しい場合があります。 

 こうした点を踏まえ、被害者の状況に応じた住宅の確保に向けての情報提供、県営住宅へ
の優先入居等、被害者が自立して生活するための住宅の確保に係る支援を行っています。 

 今後は、県営住宅だけではなく、市町村営住宅や民間賃貸住宅についても被害者が円滑に
入居できるよう、被害者の状況に応じた情報提供等を行っていく必要があります。 

【重点目標12】 住宅確保に係る支援の充実 

住宅への入居支援 

■住宅の確保に係る情報提供 
・ 配偶者暴力相談支援センターは、被害者に対し住宅の確保について事案に応じた情報提
供を行います。 

・ 配偶者暴力相談支援センターや被害者の入居支援に関わる福祉保健部各課等を通じ、被
害者が県営住宅や民間賃貸住宅に円滑に入居できるよう空き家情報の提供を行います。 

■県営住宅を活用した入居支援 
・ 被害者が県営住宅への入居を希望する場合には、地域の住宅事情や県営住宅ストックの
状況を総合的に勘案して、優先入居者として取り扱うとともに、収入認定や保証人の取扱
いについて、被害者の実情を勘案して弾力的に運用します。 

・ 県営住宅の目的外使用制度の活用により、被害者の一時避難に対応できる住戸※１数の確
保を図ります。 

■市町村営住宅入居に対する支援 
・ 被害者が市町村営住宅へ優先入居できるよう市町村に対し働きかけを行うとともに、制
度運用に関する情報提供を行います。 
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■民間賃貸住宅への入居制度に対する支援 
・ 被害者が民間賃貸住宅に円滑に入居できるよう、山梨県住宅確保要配慮者賃貸住宅供給促
進計画※2に基づき、セーフティネット住宅※3の登録を促進するため、ホームページやリーフ
レットにより登録制度について情報を提供し周知を図ります。      

※１ 県営住宅の目的外使用制度の活用により、被害者の一時避難に対応できる住戸とは･･･ 
県営住宅の目的外使用制度とは、本来の用途又は目的を妨げない限度において、特にやむを得ないと認められる

場合に県営住宅の使用を許可する制度ですが、この制度を活用しＤＶの被害者で住宅に困窮している方に対して一
時使用を許可し、当面の生活の場を提供するものです。 

※2 山梨県住宅確保要配慮者賃貸住宅供給促進計画とは･･･ 
「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律」に基づき、住宅確保要配慮者に対する賃貸住

宅の供給の目標および公的賃貸住宅の供給の促進に関する事項、住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居
の促進に関する事項等を定め、総合的かつ効果的に施策を展開するための計画で、本県では平成30年3月に策定
しました。 

※3 セーフティネット住宅とは･･･ 
「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律」に基づき、ＤＶ被害者を含む住宅確保要配慮

者の入居を拒まない住宅として登録された住宅です。 
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現状と課題

 被害者の自立支援を図る上で、同居する子どもの就学や保育等に関する問題は、極めて重要
です。 

 平成27年度に実施した県民意識・実態調査によると、「相手からの行為を受けた時、子ど
も（18歳未満）の目撃はあったか」という質問に対しては、28.4％の人が目撃していたと回
答しています。また、「相手は、子どもに対して同じような行為をしたことがあるか」という
質問に対しては、17.7％の人が「あった」と回答しています。 

 このような行為を目撃した子どもは心理的なダメージを受けており、それに加えて転居や転
校をはじめとする生活の変化等により、大きな影響を受けやすい状況にあります。 

 現在、被害者には、同伴する子どもの就学・保育等に関する情報提供を行うとともに、保育・
教育関係者に対しては、ＤＶ被害の特性や配慮が必要な事項等の周知徹底を図り、また、子ど
もの心のケア等については、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーを通じて支
援を行っています。 

 今後も、ＤＶが子どもへ与える影響を十分に考慮し、関係機関が連携して、一人ひとりの子
どもに寄り添った、きめ細かい支援を行っていくことが必要です。 

【重点目標13】 子どもに対する適切な支援 

個々の子どもに寄り添った支援 

■支援情報の提供 
 ・ 配偶者暴力相談支援センターは、市町村と連携し、必要に応じて、子どもの就学や保育、

予防接種や健診等について被害者への情報提供を行います。 

■児童生徒の精神的なケア及び学習環境の整備 
・ スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの活用により、ＤＶによる被害を
受けた児童生徒の心のケアを行い、安心して学習できる環境の整備に努めます。
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子どもが安心して生活できる環境整備 

■関係者への周知徹底 
・ 教育関係者及び保育関係者に対し、さまざまな研修の場を通じて、児童生徒の虐待に関
する留意事項やＤＶ被害の特性、配慮すべき事項について周知徹底を図ります。 

・ 被害者を保護するための接近禁止命令制度の内容について、教育関係者及び保育関係者

■情報等の適切な管理 
・ 子どもの転出先や居住地等の情報を適切に管理し、被害者とその子どもの安全確保や守
秘義務の徹底を図ります。                  

■関係機関との連携 
・ 教育委員会及び学校は、子どもの教育を受ける権利を保障するため、配偶者暴力相談支
援センター、児童相談所、市町村等の関係機関と連携を図ります。 

・ 接近禁止命令が発令された場合には、配偶者暴力相談支援センター及び警察は、被害者
に対し、その旨を教育委員会、学校、保育所等に申し出るよう促します。

等へ周知を図ります。
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現状と課題

 ＤＶの防止及び被害者の保護、自立支援等には、ひとつの機関だけで対応することは困難
であり、様々な関係機関が関わる必要があります。 

 各関係機関が緊密に連携し、相談、一時保護、自立支援等の様々な段階において、共通認
識を持ちながら、被害者の支援を行うことが重要です。 

 これまでも、関係機関連絡協議会や実務者会議等において、関係機関の連携に努めていま
すが、今後は、地域におけるネットワークを構築するなど、関係機関相互の連携を強化し、
より一層、被害者支援のためのネットワークの充実を図っていく必要があります。

基本目標Ⅳ 関係機関の支援ネットワークの充実 

【重点目標14】 関係機関のネットワークの充実 

関係機関連絡協議会等の充実 

■関係機関連絡協議会の開催 
・ 県、市町村、民間団体等による関係機関連絡協議会を開催し、意見や情報の交換を通じ
て、ＤＶに関する問題に対する認識を共有し、連携の強化を図ります。 

■実務者会議等の開催 
・ 女性相談所は、被害者の自立支援のための連絡調整・支援体制について、市町村等関係
機関の実務担当者を集めた実務者会議を開催し、ネットワーク体制の強化を図るとともに、
研修や事例検討を行います。                     （女性相談所）
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被害者支援のためのネットワークの強化 

■配偶者暴力相談支援センターを中心とした連携強化 
・ 配偶者暴力相談支援センターを中心として、保護については警察、裁判所、日本司法支
援センター（法テラス）等との連携、自立支援については、保健福祉事務所、市町村、公
共職業安定所等との連携等、被害者の保護と自立支援のため、関係機関が相互に連携を図
るよう努めます。 

■地域ネットワークの充実 
・ 地域で被害者に直接接する機会の多い市町村や保健福祉事務所、警察署等に働きかけ、
地域におけるネットワーク会議等を行い、地域単位での支援ネットワークの構築を図りま
す。
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現状と課題

 平成19年のＤＶ防止法の改正により、市町村においてＤＶ防止計画の策定及び適切な施設
において配偶者暴力相談支援センターの機能を果たすことが努力義務とされ、県内市町村に
おいては20市町村がＤＶ防止計画を策定済（H30.3現在）です。 

 地域に根ざした、きめ細かな支援を行うためには、被害者にとって最も身近な行政主体で
ある市町村の役割が重要です。 

 計画が未策定の市町村に対しては、広域的な観点からＤＶ防止計画の策定等に向けた働き
かけや助言・情報提供の支援等を行っていますが、被害者が支援を受けやすい環境が整備さ
れるよう、今後も様々な機会を捉えて市町村ＤＶ防止計画の策定等に向けた支援を行うこと
が必要です。 

 また、市町村内の各相談窓口間の連携が図られ、ＤＶ被害の早期発見と継続した支援につ
ながるよう市町村への支援の推進が必要です。 

【重点目標15】 市町村における支援体制の強化 

市町村への支援の推進 

■市町村ＤＶ防止計画及び配偶者暴力相談支援センター機能整備の促進 
・ 市町村におけるＤＶ防止計画の策定及び配偶者暴力相談支援センターの設置について、
様々な機会を捉えて市町村に働きかけるほか、国や県その他の取り組みについての情報提
供や助言を行います。   

・ 市町村が配偶者暴力相談支援センターを設置する際には支援を行うとともに、県と市町
村それぞれが適切な役割を果たせるよう努めます。 

■窓口における円滑な手続きの推進 
・ 被害者の負担軽減等を図るため、市町村内における手続きの一元化等について、会議、
研修等を通して働きかけを行います。 
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■人材育成に向けた支援 
・ 市町村が実施する施策が円滑に進むよう、ＤＶの防止及び被害者の保護に関わる市町村
職員に対し、被害者の人権やＤＶの特性についての理解を深め、迅速かつ適切な対応を行
うために必要な研修の機会を提供します。 

・ 女性相談所は、実務者会議等を開催し、学識関係者や関係機関の理解と協力を得る中で
市町村担当者の資質向上を図ります。
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現状と課題

 被害者それぞれの状況に適切に対応し、きめ細かな支援を行うためには、配偶者暴力相談
支援センター等と民間団体等が連携を図ることが重要です。 

 女性相談所は、関係機関連絡協議会への出席や各種研修会・講演会等への参加の呼びかけ
などを行い、民間団体等との連携に努め、民間シェルターへの一時保護委託も行っています。

 今後も民間団体等との連携の促進に向けて、相互に必要な情報を共有するなど、緊密な関
係を構築していくことが必要です。 

民間団体等との連携の促進 

【重点目標16】 民間団体等との連携と協働 

■関係機関連絡協議会を通じた連携 
・ 関係機関連絡協議会を通じて、県医師会や県歯科医師会、県看護協会、民間団体等に 
ＤＶに関する問題について理解と協力を働きかけます。 

■実務者会議を通じた連携 
・ 女性相談所は、実務者会議を通じて民間団体と意見交換等を行い支援の連携を図ります。

■効果的な周知・啓発に向けた連携  
・ 男女共同参画推進センターは、男女共同参画に関する団体など、様々な民間団体と連携
を図りながら、ＤＶの防止と被害者の保護に向けた効果的な周知・啓発を行います。
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民間団体等と連携した人材の育成 

■研修会等の実施 
・ ＤＶに関する研修会等については、女性相談所が行う専門的な研修や関係機関による事
例検討会等へ民間団体にも参加を呼びかける等、人材の育成を図ります。 
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現状と課題

 ＤＶ防止法において、県、市町村及び関係機関等は、被害者の保護に携わる職員の職務執
行に対して、被害者から苦情の申し出を受けたときは、適切かつ迅速に処理するよう努める
こととされています。 

 これまで、配偶者暴力相談支援センター等の被害者支援に携わる関係機関では、相談や支
援に対する被害者からの苦情の申し出に対して、適切かつ迅速な対応に努め被害者の人権の
保護を図っています。 

 今後も、被害者の心身の状況等に十分配慮しながら、適切な対応を行うことが必要です。

【重点目標17】 苦情の適切かつ迅速な処理体制の整備 

苦情の適切かつ迅速な処理 

■職務の改善及び被害者等への説明 
・ 各関係機関は、苦情の申し出があった場合には、それぞれの機関における苦情処理制度
に基づき、適切かつ迅速な処理を行うとともに、処理結果について申立人に対する説明責
任を果たすとともに、必要に応じて職務の改善に反映するよう努めます。 
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現状と課題

【重点目標18】 調査研究の推進 

 ＤＶを防止し被害者の保護を図るためには、被害の実態等について分析を行い、被害者の
心身の健康回復の方法及び自立に向けた支援などに役立てるための調査研究を行うことが必
要です。 

 また、ＤＶを防止するためには、被害者の保護だけではなく、加害者更生のための調査研
究を行うなど、加害者に向けた取り組みも必要です。 

被害者保護に関する調査 

■被害者の相談・保護事例の分析 
・ 被害者からの相談や保護事例について、秘密の保持や被害者の心情等に十分配慮しなが
ら詳細な分析を行い、ＤＶやデートＤＶによる被害の実態を把握するとともに、被害者の
心身の健康を回復させるための方法の検討及び自立に向けた支援に役立てます。

加害者更生に向けた調査研究 

■加害者への対応についての研究 
・ 加害者対策については、有効な指導方法等が確立するまでの間、引き続き国等の動向や
他県等の取組情報を積極的に収集し、加害者の更生を促す対策を検討します。 
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本計画を着実に推進していくため、次のとおり数値目標を設定します。 

）度年3202（値標目）度年7102（値状現目項

回５１回３数回催開等座講前出のめたの防予ＶＤの層年若

回０３回５２数回）延（講受修研門専の等員談相

回８回３数回催開の議会クーワトッネ関機係関

村町市０２数村町市定策画計止防ＶＤ
２７市町村
（全市町村）

４ 数値目標 
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